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----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
＜ニュースの内容＞ 

 令和 3・4年度全国保育士会監事および専門部体制の決定について 

 「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」が公布 

 「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が公布 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 令和3・4年度全国保育士会監事および専門部体制

の決定について 

 
  令和 3 年 5 月 20 日（水）に開催した、令和 3 年度第 1 回全国保育士会委員総会に

おいて、令和 3・4 年度期の役員改選が行われ、監事については、正副会長選出ブロ

ック以外のブロックである、北海道・東北ブロックならびに四国ブロックを監事選出

ブロックとし、人選は各ブロックに一任することが決定されました。 

この度、両ブロックから次のとおり監事の推薦があり、令和 3・4 年度期の監事と

して委嘱いたしましたので、ご報告いたします。 

 

令和 3・4 年度 全国保育士会監事 

県・市名 氏名 施設名 ブロック 

秋田県 高橋 奈保子 沼館保育園 北海道・東北 

香川県 中村 まみ 土庄町立大鐸こども園 近畿 

（敬称略） 

また、専門部の体制については、正副会長を選出した都道府県・指定都市からの

追加推薦（全国保育士会会則第 6 条第 1 項）により、千葉県の田邊秀子委員、静岡

県の𠮷𠮷川慶子委員、北九州市の黒田玲子委員が推薦されるとともに、各ブロックの

常任委員から各専門部の所属委員が推薦され、下記のとおり専門部の体制が決定し

ました。また、6 月 28 日（月）に開催した第 3 回常任委員会において、大分県の佐

藤健章委員が総務部副部長に選任されましたので、ご報告いたします。 
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【総務部】（15 名） 
   

役職 県・市名 委員氏名（敬称略） 所属施設名 公私 

部長 大阪府 伊藤 裕子 南河学園附属国分保育園 私 

副部長 大分県 佐藤 健章 かるがも保育園 私 

 宮城県 石河 敏子 第二光の子保育園 私 

 栃木県 山本 明美 鹿沼市西保育園 公 

 東京都 櫻井 恵治 わかたけ第二保育園 私 

 埼玉県 若盛 清美 幼保連携型認定こども園こどものもり 私 

 千葉県 田邊 秀子 茂原市立中の島保育所 公 

 石川県 中田 実千世 ひかりっこ 私 

 三重県 板庭 久美子 松阪市立飯南たんぽぽこども園 公 

 滋賀県 森 孝子 近松保育園 私 

 奈良県 永井 陽子 はじかみ保育園 私 

 岡山県 塩見 優子 順正保育園 私 

 高知県 田ノ内 学 城南保育園 公 

 長崎県 八洲 恵子 和光幼児園 私 

担当副会長 北九州市 北野 久美 あけぼの愛育保育園 私 

 

【制度・保育内容研究部】（15 名） 

  

役職 県・市名 委員氏名（敬称略） 所属施設名 公私 

部長 福岡市 平野 理江 いるべ保育園 私 

副部長 愛媛県 八木 幸美 川内保育園 公 

 
青森県 黒沢 のぞみ 

幼保連携型認定こども園チャリティー

第一保育園 
私 

 福島県 今野 由香 いわき市立 永崎保育所 公 

 東京都 稲橋 美直子 ふじみ保育園 私 

 川崎市 板橋 妙子 川崎市土渕保育園 公 

 静岡県 𠮷𠮷川 慶子 聖心保育園 私 

 岐阜県 仲野 悦子 那加保育園 私 

 愛知県 今井 秀佳 鬼崎西保育園 公 

 兵庫県 髙橋 雄也 加古川ひまわり保育園 私 

 和歌山県 岡田 由香 岡崎保育園 私 

 広島市 河面 睦子 三篠保育園 公 
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 熊本市 鬼木 紀代美 旭保育園 私 

 鹿児島県 下園 美由紀 阿多こども園 私 

担当副会長 千葉県 服部 明子 府馬保育園 私 

 

【研修部】（14 名） 

   

役職 県・市名 委員氏名（敬称略） 所属施設名 公私 

部長 富山県 北嶋 かおり 富山市立浜黒崎保育所 公 

副部長 島根県 山本 隆子 ひよし第 2 保育園 私 

 北海道 田澤 博美 恵庭市立すみれ保育園 公 

 山形県  秋野 涼子 上郷保育園 公 

 千葉市 海邉 成美 明徳浜野駅保育園 私 

 神奈川県 菊池 美保 小田原市立桜井保育園 公 

 横浜市 森崎 靖子 横浜市鴨居保育園 公 

 愛知県 小林 豊子 椙山女学園大学附属椙山こども園 私 

 京都市 雜賀 隆子 西本願寺保育園 私 

 香川県 吉村 晴美 ふたば乳児保育園 私 

 北九州市 黒田 玲子 れんげ心の花保育園 私 

 宮崎県 間所 あゆみ 幼保連携型認定こども園三名こども園 私 

 熊本県 寺本 紀美子 野原保育園 私 

担当副会長 京都府 笠置 英恵 今里こども園 私 

 

【広報部】（14 名） 

   

役職 県・市名 委員氏名（敬称略） 所属施設名 公私 

部長 岩手県 山本 智明 ohana 保育園 私 

副部長 山梨県 広瀬 加奈 柏こども園 私 

 秋田県 安藤 由美子 男鹿市立船越保育園 公 

 群馬県 池田 恵理 富岡ひばりこども園 私 

 相模原市 千田 まり子 相生こども園 私 

 新潟県 山田 文子 網川原保育園 私 

 福井県 伊川 千里 幼保連携型認定こども園三谷館 私 

 神戸市 鴨川 奈々 竜が台保育所 公 

 広島県 三須 朋子 常石すくすくハウス 私 

 徳島県 鎌田 聡美 徳島市立富田保育所 公 
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 佐賀県 岡崎 範子 双葉保育園 私 

 福岡県 敷村 良美 市場保育所 私 

 沖縄県 髙安 佐和子 豊見城市座安保育所 私 

担当副会長 京都府 笠置 英恵 今里こども園 私 

 

 

◆ 「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に

関する法律」が公布 
  

 令和 3 年 5 月 28 日、「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」

が可決成立し、6 月 4 日に公布されました。 

本法では、児童生徒性暴力に該当する行為を定義し、児童生徒性暴力の禁止につい

て定めるとともに、児童生徒性暴力の防止に関して、児童生徒暴力等を行ったことに

より免許状が失効した者および免許状取上げの処分を受けた者（特定免許状失効者等）

の氏名、免許状失効または取上げの事由、その原因となった事実等についてデータベ

ースを整備すること等が定められています。 

また、特定免許状失効者等は、その後の事情から再免許を授与するのが適当である

場合に限って、再免許を授与することができるとされ、再免許を授与する場合には、

都道府県教育委員会はあらかじめ都道府県教育職員免許状再授与審査会の意見を聴

かなければならないとされました。 

なお、同法の附帯決議において、「教育職員等のみならず、何人も児童生徒等に対

してわいせつ行為を行うことはあってはならないことに鑑み、保育士についても実態

把握を進めるとともに、わいせつ行為を行った教育職員等が懲戒後に保育士等に職種

を変えて就く実態があることから、早期に保育士資格についても特定免許状失効者等

に対する教育職員免許法の特例と同様の仕組みを検討すること」とされ、「骨太の方

針 2021」においても、本法に基づく取組を着実に進めるとともに、保育士における

同様の対応を検討することが明記されています。 

法の詳細は下記ホームページをご確認ください。 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/meisai/m204090204019.htm 
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◆ 「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する

法律」が公布 
  

 令和 3 年 6 月 11 日、「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」が可

決成立し、6 月 18 日に公布されました。 

本法は、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関して基本理念を定めるととも

に、国・地方公共団体や保育所等の設置者等の責務を明らかにすることにより、医療

的ケア児の健やかな成長やその家族の離職防止、また、安心して子どもを産み、育て

ることができる社会の実現に寄与することを目的としています。 

保育所等の設置者においては、在籍する医療的ケア児に対して適切な支援を行う責

務を有することが明示されています。さらに、在籍する医療的ケア児が適切な医療的

ケア等を受けられるようにするため、保健師、助産師、看護師もしくは准看護師、ま

たは喀痰吸引等を行うことができる保育士等の配置の他、必要な措置を講ずることと

されています。 

また、国・地方公共団体の責務として、医療的ケア児が在籍する保育所等に対する

支援やその他必要な措置を講ずることとされています。 

 なお、本会ホームページにおいては「医療的ケアを必要とする子供の保育実践事例集」

（令和元年 5月）を公表しており、医療的ケア児の受け入れにあたっての参考としてご活

用ください。 

法の詳細は下記ホームページをご確認ください。 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/meisai/m204090204034.htm 

 

https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/204/meisai/m204090204034.htm

